
電子デバイス（ディスプレイ、半導体、電子部品、電池等）の市場、技術、業界動向を中心に 

NEWS TOPICS （No.111) 2024年 3 月             越石健司

■ディスプレイデバイス（液晶・有機 EL 他）・タッチセンサー・部材

□東京都 都庁前駅 翻訳対応透明ディスプレイ 試験導入 2024.2.28 

ディスプレイ設置イメージ 

東京都交通局は、翻訳対応透明ディスプレイ「VoiceBiz UCDisplay」を試験導入。利用

者と係員の会話を自動翻訳のうえ、ディスプレイに字幕で表示。設置日は、2024 年 2 月

29 日。設置場所は、大江戸線都庁前駅駅長事務室内。対応言語は、日本語、英語、韓国

語、中国語（簡体字）など計 12か国語。 

□パナ、マイクロ LED活用の次世代照明開発 1台で複数対象物照らす 2024.3.8 

• １台の照明器具（中央上部）で複数の対象物を照らせる 

パナソニックの社内分社で照明を手がけるエレクトリックワークス社は、マイクロ発光

ダイオード（ＬＥＤ）を用いた次世代照明器具を開発したと発表した。2025 年以降の製

品化を目指す。１台の照明器具で複数の対象物を照らせるため、照明器具を設置する手

間を省ける。日亜化学工業のマイクロＬＥＤに関する技術を活用して開発した。店舗や

ホテル、イベント時の演出などでの利用を想定する。

□天馬 Ｇ8.6 工場を立ち上げ 24、25年に各４万枚   2024.3.7 

天馬微電子は、同社初のＧ8.6液晶パネル工場を立ち上げる。厦門市に建設した工場 

(TM19)。総投資額は約 330 億元（約 6879億円）を見込む。 

□Cellid とオハラ ＡＲ開発で資本業務提携 材料で性能を向上 2024.3.7 

□山形大など近赤外有機 EL 素子を開発 寿命・発光効率実用水準に     2024.3.14

山形大学の城戸淳二教授らは、実用レベルの発光効率と寿命を持つ近赤外有機ＥＬ素子

を開発した。材料や技術面で実用化が可能なレベルに達したという。センサーや小型の

近赤外分光器用光源など、新たな応用領域を開く発光デバイスになる。伊藤電子工業が

駆動回路などのシステム開発を担当。                    １



□サムスン、AI テレビ発売へ 視聴者の注目部分を鮮明表示 2024.3.13 

テレビにも AI 技術を搭載して映像表現力を高める

韓国サムスン電子は、人工知能（AI）技術を用いた新型液晶テレビを発表した。映像の

描画処理能力を従来の 2 倍に高めた AI 半導体を搭載。映像の中で視聴者の注目部分をよ

り鮮明に映し出す機能を持たせたのが特徴という。サッカーなどの球技の映像ではボー

ルの動きが注目されやすいため、ボール表面の回転までを鮮明に映すように AI が自動で

補整を加える。ニュース映像では画面下を流れる字幕を見やすく表示できるという。 

サムスンは既に液晶パネルの生産から撤退しており、パネルは韓国 LG ディスプレーや台

湾、中国勢などから調達する。 

□ｺﾝﾁﾈﾝﾀﾙ μＬＥＤを車載に 高級車向け浮遊感実現 2024.3.14 

□日本ゼオン、新素材を開発 広帯域化コレステリック液晶        2024.3.15

日本ゼオンは、光学フィルム事業などで培った独自技術によって革新的な視覚効果を持

つ新素材を開発したと発表した。新素材は、光の反射を利用したさまざまな視覚効果を

実現できる広帯域化コレステリック液晶。

□九州ナノテック光学、黒色調光フィルム量産 大分・日出町に第 3工場

 2024.3.19 

九州ナノテック光学、自動車向け特殊液晶フィルムの製造拠点として第三工場を日出町

に新設すると表明した。黒色調光フィルムの量産化に成功し、その製造拠点とする。海

外の旺盛な需要にも応える。投資額は 16 億 3000 万円。2025 年 4 月に稼働する。国内自

動車メーカーの高級２車種向けで黒色調光フィルムを受注した。28 年 6 月期の出荷予想

は 16万 6000台分、売上高は現状比４倍の１００億円を見込む 

□テレビ用液晶パネル 2%高、パリ五輪商戦控え 2月大口 2024.3.19 

テレビ用液晶パネルの指標品の 2 月の大口取引価格が前月比 2%高と 5 カ月ぶりに上昇し

た。7〜9 月に開かれるパリ五輪・パラリンピックでの観戦需要に向け、テレビメーカー

が液晶パネルの調達を増やした。 

２ 



□産総研など、触覚伝えるデバイス 体験をリアルに再現 2024.3.19 

リストバンド型ハプティックデバイスを用いて切削加工の触覚を共有している様子。ペン型ルーターで切

削加工したときの振動などの感覚を遠隔で伝えることができる（出所:産業技術総合研究所） 

産業技術総合研究所などの研究チームは、物に触れたときの感覚を遠隔で伝える技術を

開発した。人が感知できる幅広い周波数（1〜1000Hz）の振動を検知し、なおかつ振動を

発生させて触覚を再現できる「ハプティックデバイス」を手首や指などに装着して触覚

を共有する仕組みだ。 

□シャープ、液晶縮小検討 堺子会社の生産停止視野 2024.3.22 

シャープが液晶ディスプレー事業を縮小する方向で検討していることが分かった。子会

社の堺ディスプレイプロダクト（SDP）の生産停止を視野に入れている。ディスプレー事

業は苦戦が続いており、2023 年 3 月期に 6 年ぶりの最終赤字に転落する最大の要因にな

った。現状のままでは早期の業績回復は難しいと判断し、財務体質の改善を急ぐ。 

□手袋したままタッチ操作 超小型な圧電スイッチ、TDKが開発 2024.3.21 

5.5 ミリメートル角の「Piezo Tap」 

手袋だと操作できず、汗や水が付着すると誤動作する―。家電やスマートウォッチなど

で使われる静電容量式タッチセンサーのそんな“弱点”克服を狙い、TDK が、圧電技術

を活用した超小型なタッチスイッチ「Piezo Tap」を開発中だ、タッチした押し込みで生

じる微小変位を圧電素子によって電圧に変換する「圧電効果」を利用した圧電スイッチ。 

□イー・インク ＢＭＷの試作車にＥＰＤ提供              2024.3.21

電子ﾍﾟｰﾊﾟｰﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ（ＥＰＤ）の最大手、イー・インクホールディングスは、ＢＭＷ

が開発したコンセプトカー「i5 Flow NOSTOKANA」の車体にカラーＥＰＤの prism３が

採用された。個別に制御できる 1349 セグメントの prism3 が搭載され車体の色やパター

ンのデザインを自由に変更できる。

□TOPPAN、中国で画像センサー部材 生産能力 4割増 日本から移管、拡販狙う

  2024.3.23 

３ 



TOPPAN ホールディングス（HD、旧凸版印刷）はカメラなどに使う CMOS（相補性金属酸化

膜半導体）向け部材の生産を日本から中国に移管した。CMOS などの非先端分野の製造装

置は米国による対中規制から外れており、中国政府は自前の供給網の整備を急いでいる。 

□デクセリアルズ、反射防止フィルム増産 スパッタリング設備追加    2024.3.25

デクセリアルズは５月中に本社・栃木事業所で反射防止フィルム製造のスパッタリング

設備を１台追加で稼働する。自社全体の反射防止フィルム生産能力を現在の１・５倍に

引き上げる。投資額は建屋の改修・新築が約３０億円、生産設備が約５０億円。新設備

は主に車載ディスプレー向けで稼働する。これまでスパッタリング設備３台がモバイル

ＩＴ製品向けや車載ディスプレー向けで稼働してきた。新設備は従来設備より大型で、

防汚層の形成もインラインで行える。今後、従来設備でもインライン化を進める。

□ＪＤＩ、中国で背水の陣 上場 10年 株価は 40分の 1 に 2024.3.26 

ＪＤＩは 2024 年 3 月、株式上場 10 年を迎えた。中国や韓国のパネルメーカーとの競争

に敗れ一時は債務超過となった。株価は上場後の高値から 40 分の 1 に沈む。2 月茂原

工場で最新の製造装置の搬入が完了した。経営再建の柱に据える新型の有機ＥＬパネル

「eLEAP」を 25 年 1 月までに量産するためだ。単独での生き残りが現実的でない中、早

期に中国などの 事業パートナーを確保し eLEAP の増産にめどをつける。外部環境の変

化、などの言い訳はもう許されない。 

□DIC、2024 年 12月末までに液晶材料事業から撤退知的財産は中国 Slichem へ譲渡

 2024.3.27 

DIC は、液晶材料事業について 2024年 12月末までに撤退することを決めた。同社が保有

する関連の知的財産については、中国の Slichem へ譲渡することで合意した。海外メー

カーとの競争激化、事業継続は難しいと判断。

□ＪＤＩ、中国の有機 EL 量産交渉を再延期               2024.3.29

ＪＤＩは２８日、中国安徽省蕪湖市の経済技術開発区と計画する次世代有機ＥＬ技術

「ｅＬＥＡＰ」の中国での量産について、最終契約の交渉期限を３月末から１０月末に

延長すると発表した。中国の関係当局からの承認を得るための申請書類の作成について、

「想定以上の時間を要している」ためだという。延長は２回目。当初は２０２３年末の

合意を予定していた。２４年３月期の業績に与える影響は軽微としている。

□ＳＤＣ 牙山に新設備を導入 ２６年の量産を計画 2024.3.28 

Ｇ８．６ ＩＴ専用有機ＥＬライン ４ 



■半導体

□投資を加速するルネサス インドに OSAT 工場を設立へインド企業タイ OSAT との合弁で

2024.3.1 

ルネサス エレクトロニクスがインドに OSAT（Outsourced Semiconductor Assembly and

Test）工場を設立する。インド CG Power and Industrial Solutions、タイ Stars 

Microelectronics（Thailand）と 3 社で合弁会社を設立し、半導体後工程の組み立てと

テストを請け負う OSAT工場を設立、運営する。

□パワー半導体 安価に製造                       2024.3.6

ガイアニクス 「中間膜」でコスト 75%減/UJ クリスタル 新素材、高精度で結晶化

東京大学発の Gaianixx（ガイアニクス）は、電圧や電流を調整するパワー半導体の製造

で使う「中間膜」と呼ぶ素材を開発した。安価なシリコン基板に炭化ケイ素（SiC）など

を積層できるようになり、パワー半導体の製造コストが 75%ほど減る見通しだ。

□半導体規制強化、米が日蘭に要請                    2024.3.9

中国向けの製造装置や材料 技術革新抑止へ対象拡大米政府が中国への半導体輸出規制

をめぐって、日本やオランダに対象を広げて監視を強めるよう求めたことが 7 日、わか

った。先端製品に限っていた半導体製造装置の販売制限を一部の中上位機にまで広げる

ほか、化学材料も含める。日本政府は現時点で新たな制限は予定していないとするが、

日本の関連メーカーの海外戦略に影響を及ぼす可能性がある。現行の基準では回路線幅

10~14 ナノ以下の先端半導体をつくるのに必要な製造装置に全面的な輸出制限をかけてい

る。「汎用品」と呼ばれる一般的な半導体向けの一部

まで広げるように求めた。

□半導体研究、２ﾅﾉの先見据え 技術組合「ＬＳＴＣ」開発育成始動 2024.3.11 

  ５ 



□ｲﾝﾃﾙ、先端半導体量産で挽回へ 米で補助金活用、6兆円投資 製造受託、復権の核に

 2024.3.12 

米インテルが半導体の微細化競争で巻き返しに動いている。米国内への工場誘致を目指

すバイデン米政権の補助金をフル活用し、米国では総額 400 億ドル（約 6 兆円）を超え

る投資計画を進める。先端品の製造能力で台湾や韓国勢に追いつき、外部の半導体メー

カーからの製造受託の拡大を狙う。

□TOPPAN、半導体基板を海外生産へ シンガポールに工場         2024.3.14

TOPPAN ホールディングス（HD、旧凸版印刷）は半導体パッケージ基板の工場をシンガポ

ールに新設し、2026 年末に稼働させる。人工知能（AI）向け半導体の市場が急速に立ち

上がるなか、基板で世界ｼｪｱ 4 割を占める日本勢の設備投資需要も高まっている。新工場

への投資額は約 500億円とみられる。200人を雇用する。

□半導体製造工程の異物検出・除去 1台で 堀場が新検査装置      2024.3.19

堀場製作所は１８日、半導体製造工程の異物検出・除去を１台で行える検査装置を発売

したと発表した。レティクルやマスクといった回路を描いた原版へのホコリなどの異物

付着を検知する従来機に、異物の除去機能を搭載。マスクなどの自動搬送にも対応し、

生産効率や歩留まりを高められる。消費税抜きの価格は 1 億 5000 万円から。従来機も合

わせ 5年間で 150台の販売を目指す。

□ＴＳＭＣ、日本に半導体後工程の設置検討か 2024.3.19 

ロイター通信は 18 日、世界最大の半導体受託生産会社（ファウンドリー）である台湾積

体電路製造（TSMC）が、日本に「先端パッケージング」と呼ばれる半導体後工程の生産

拠点設置を検討していると報じた。半導体の製造装置や材料メーカーが集積する日本を

設置先の候補として検討。検討は初期段階で規模や時期など詳細は決まっていない。 

□AI 半導体「より巨大に」 エヌビディアが新製品               2024.3.20

回答導く性能、30倍に 供給増で品薄感緩和へ

米半導体大手エヌビディアが 18日開いた自社イベントで生成 AI（人工知能）に使う半導

体の新製品を発表した。ジェンスン・ファン最高経営責任者（CEO）はより高度化する AI

を動かすのに「巨大な半導体が大量に必要になる」と強調した。課題だった製品供給も

拡大し、品薄感は徐々に薄れていく見通しだ。                ６



□東レ、微細接合向け絶縁樹脂を開発 高性能半導体に適用  2024.3.20 

無機ハイブリッド基板と有機ハイブリッド基板のシリコンダストの影響比較（ 

東レは高性能半導体チップの微細接合技術に対応した新規絶縁樹脂材料を開発した。半

導体など向けの絶縁樹脂材料として展開するポリイミドコーティング剤がベース。金属

電極を形成した半導体チップ同士を接合する工程の収率と、半導体デバイスの信頼性向

上につながる。足元では、先端半導体用途で海外顧客へのサンプル提供を進めている。

２０２５年の材料認定、２８年に量産と年１０億円以上の売り上げを目指す。 

□米政府、インテルに 1.3兆円補助金 半導体製造で最大         2024.3.21

米政府は、半導体製造を巡り米インテルに最大 85 億ドル（約 1.3 兆円）の補助金を支給

すると発表した。110億ドルの融資も実行する。西部アリゾナ州など 4州で製造能力の拡

充を後押しする。バイデン政権が創設した半導体補助金のなかで最大の支給額になる。

□中国、4兆円超の半導体ファンド構想 米包囲網に対抗         2024.3.21

中国政府が独自の半導体サプライチェーン（供給網）の構築を急ぐ。成熟分野の製造装

置を中心に投資を拡大する。過去最大の約 4 兆〜6 兆円の国策ファンド構想が浮上してお

り、半導体の国内生産能力の 2ケタ成長を持続させる。

□大日本印刷、先端半導体部材を量産へ ラピダス向け          2024.3.27

大日本印刷は最先端半導体の国産化を目指すラピダス向けに回路形成に使う原版「フォ

トマスク」を 2027 年度に国内で量産する。TOPPAN ホールディングス（HD）も最先端の

フォトマスクを開発する。国内で最先端の半導体部材のサプライチェーン（供給網）づ

くりが広がり始めた。 

７ 



□韓国 SK、米に半導体工場検討 投資規模 6000 億円           2024.3.28

韓国半導体大手 SK ハイニックスの郭魯正（クァク・ノジョン）最高経営責任者（CEO）

は 27 日、米国で半導体の組み立て工場の建設を検討していると明らかにした。投資規模

は約 40 億ドル（約 6000 億円）となる見通し。米中対立の焦点となる半導体分野で、韓

国や台湾企業の米国シフトが強まっている。

□中国半導体装置向けサービスも規制 米、日蘭に要請         2024.3.29

米商務省の高官は対中半導体規制を強化するため、中国企業が保有する半導体製造装置

向けのサービス提供をやめるよう、日本やオランダに要請していることを明らかにした。

■新技術、材料、電池

□せきの音で結核 AIが判別 米ワシントン大、精度 8 割 検査簡便 まず途上国で

  2024.3.1 

米ワシントン大学などは、せきの音から結核を 8 割の精度で見つける人工知能（AI）を

開発した。高価な装置が不要で、結果がすぐに分かる。医療機器としての承認を得て、

実用化できれば、検査費の低減や時間の短縮につながる。まずは医療体制が脆弱な発展 

途上国で活用する。 

□太陽光発電量 6%向上 大日印、両面採光向け反射シート開発       2024.3.5

防汚・防草効果で負担減

大日本印刷（ＤＮＰ）は両面採光型太陽電池モジュールの発電量を向上させる「ＤＮＰ

太陽光発電所用反射シート」を開発し、提供を始めた。発電所の地面に敷設し、モジュ

ールの裏面に入射する光を増加させて発電量を高める。実証実験では発電量が約６％向

上した。太陽光発電所の経年劣化に伴い、両面採光型太陽電池モジュールなどの導入で

発電量を増やすリパワリングのニーズの高まりに対応する。価格は個別見積もり。２０

２５年度までに累計５０億円の売り上げを目指す。

• ｼｰﾄの敷設ｲﾒｰｼﾞ。ﾓｼﾞｭｰﾙの裏面に入射する光を増加させて発電量を向上する 

８ 



□パイクリスタル、有機半導体温度センサー開発 医薬輸送に提案 CMOS量産目指す

2024.3.6 

• 量産技術を確立済みの有機半導体によるＴＦＴ回路 

パイクリスタルは、有機半導体を用いた温度センサーを開発した。医薬品メーカーへ

の採用が決まっており、運送中の温度管理に使用される。すでに製品化した有機半導

体による振動センサーと合わせて、2024 年度に 1 万個以上の顧客導入を目指す。24 年

度内には、低コストという利点を生かした有機半導体ＣＭＯＳ（相補型金属酸化膜半

導体）回路の量産技術確立も目指す。 

□サムスン系、EV用全固体電池量産へ 27 年から            2024.3.7

韓国電池大手のサムスン SDI は 6 日、電気自動車（EV）などに積む「全固体電池」を

2027 年から量産すると発表した。23 年秋にソウル近郊の水原市の研究所に試作ラインを

設け、24年に入って世界の自動車大手にサンプル品の出荷も始めた。

□中国企業 全固体電池で連携 ３０年に供給網構築へ          2024.3.7

中国の蓄電池および自動車メーカー大手は、全固体電池の開発を目指す「中国全固体

電池協同創新」（ＣＡＳＩＰ）を設立。蓄電池メーカーからは、ＣＡＴＬ、ThinFilm

Battery(BYD 傘下のﾊﾞｯﾃｰﾘｰﾒｰｶｰ)、Ｇｏｔｉｏｎ、ＣＡＴＢ、ＳＶＯＬＴ、など、自動

車分野からはＢＹＤ、ＮＩＯなどが参加し、中国政府関係者も参加している模様だ。

□カーリット HD、超高平坦ウエハー増産 0.1µm 技術を確立 2024.3.13 

カーリットホールディングス（ＨＤ）は超高平坦の小口径シリコンウエハーの生産体制

を強化する。新世代のＳＡＷフィルターで求められる 0.1µm～0.2µm の高い平坦度に応え

る技術を確立したほか、4~6inch の全般的な小口径ウエハーの生産能力も引き上げた。

超高平坦ウエハーの生産体制を強化（平坦度測定機） 

高平坦ウエハーは子会社のシリコンテクノロジー（長野県佐久市）が、主に微小電気機

械システム（ＭＥＭＳ）向けに酸化膜上にシリコン単結晶層を形成した「ＳＯＩウエハ

ー」の基材用途として手がけてきた。 

□GS ﾕｱｻ京都事業所に産業用鉛蓄電池新棟 バッテリーフォーク向け    2024.3.14

ＧＳユアサは１３日、本社のある京都事業所西地区にバッテリーフォークリフトなど向

けの産業用鉛蓄電池の新工場を竣工した。東地区で生産を続けつつ設備の移設などを進

め、2025 年 6 月から順次稼働させる。設備を含めた総投資額は非公表だが、土壌改良を

含めた建屋の建築費は数十億円規模となる。                 ９



□建設現場 アプリで省力化   2024.3.20 

アンドパッド 電子黒板、作成速度 6倍/アルダグラム データ保存、再入力不要

建設現場の業務を効率化するサービスが厚みを増してきた。施工管理アプリを手掛ける

アンドパッド（東京・千代田）は人工知能（AI）を活用し、鉄筋の配置記録を従来の 6

倍の速さで作成できるようにする。建設業界は残業規制が強化される「2024 年問題」に

直面する。喫緊の課題である省力化や省人化をスタートアップが支える。 

□レーザー照射で宇宙ゴミ除去、世界初サービスを日本企業が 25年度にも

 2024.3.21 

今後急速に拡大するとみられている宇宙産業にとって悩みの種である宇宙ゴミ（スペー

スデブリ、以下デブリ）を、レーザーを使って除去する世界初のサービスの実現に、日

本企業が挑む。スカパーJSAT の社内スタートアッププログラムから 2024 年 1 月 12 日に

設立された「Orbital Lasers（オービタルレーザーズ、東京・港）」である。2025 年度

の事業化を目指す。 

世界初のレーザーによるスペースデブリ除去 

□光ファイバー網で地震計測 防災科研、数ﾒｰﾄﾙ間隔で高精度に コスト抑え対策強化

  2024.3.29 

防災科学技術研究所は全国に張り巡らされた既存の光ファイバーを地震計の代わりに使

う技術を開発した。光ファイバーのわずかなゆがみを検出する。地震計を新たに設置せ

ずに、数メートルごとに地震の大きさや地盤の状態を把握する。高いコストをかけずに

防災対策を強化できる。 

１０ 



■カーエレクトロニクス

□日産・ホンダ、EV提携検討 部品共通化や調達 資本提携「現時点でない」

 2024.3.16 

日産自動車とホンダは 15 日、電気自動車（EV）分野で提携する検討を始めたと発表した。

駆動装置に使う部品の共通化や調達連携を視野に入れる。車載ソフトでも協業する。日

本車は EV シフトで出遅れ、中国や欧米勢の先行を許してきた。国内 2 位と 3 位メーカー

の提携が進めば、国内の自動車産業の構造転換を促す契機となる。（

□相乗りタクシー広がる 料金抑え需要開拓 ライドシェアに対抗 2024.3.28 

日の丸交通などタクシー各社が、相乗りサービスで新たなタクシー需要を掘り起こそう

としている。1 人で乗車するよりも安い料金に設定する。4 月から一般ドライバーが有償

で乗客を運ぶ「ライドシェア」が条件付きで解禁され、ライドシェアとの競争も予想さ

れるなか、タクシーの新たな利用法を消費者に提示する。日の丸交通は相乗りサービス

を東京都心部で提供している。午後 8時から午前 6 時までの時間限定。 

■通信 ５Ｇ/６Ｇ(第５世代/第６世代)、１０Ｇ

□ＮＴＴの光電融合ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ、2032 年にはチップ間通信が光化      2024.3.12

NTT が「IOWN（Innovative Optical and Wireless Network）」で狙うのはネットワークや

コンピューティングで使われる電気による信号伝送を光に置き換えること。これにより

大幅な消費電力の削減が可能になったり、負荷に応じて柔軟にリソースを組み合わせる

システムが実現したりする。同社は 5 つの段階を経て、2032 年までにチップ間通信まで

の光化を目指す。NTT は次世代ネットワーク構想「IOWN」を推進している。IOWN とは、

光を中心とした革新的技術によって現在のインターネットでは実現できない新たな世界

を実現する構想である。 

光技術によってコンピューター構成のあり方が大きく変わる（NTT の資料を基に日経クロステックが作成）  １１ 



□デンカ、低誘電絶縁材を投入 100 億円事業目指す 次世代通信向け電子基板用に

 2024.3.7 

デンカは独自の低誘電有機絶縁材料（ＬＤＭ）「ＳＮＥＣＴＯＮ（スネクトン）」を

2024 年度下期に市場投入する。同材料は低誘電特性と架橋性を兼ね備えた軟質系材料

で、銅張積層板（ＣＣＬ）の絶縁層などへの使用を見込む。第５世代通信（５Ｇ）、ビ

ヨンド５Ｇなど次世代通信向けの電子基板材料として普及させ、３０年度に売上高１

００億円を目指す。スネクトンはエチレン―スチレン―ジビニルベンゼンからなる炭

化水素系の熱硬化性樹脂。 

■脱炭素/カーボンニュートラル、ＳＤＧｓ

□CO2 から高強度の繊維 炭素の回収・利用後押し 米国立研、電池や航空機に応用

 2024.3.8 

米エネルギー省（DOE）ブルックヘブン国立研究所などは二酸化炭素（CO2）から、蓄電

池や航空機の機体などに使える高機能な炭素繊維を作る技術を開発した。 

□植物由来の航空燃料量産 三井物産出資の米新興、エタノール原料 ｺｽﾄ最大 6 割安く

  2024.3.11 

三井物産が出資する米ランザジェットは植物由来の再生航空燃料（SAF）の量産を始めた。

世界の SAF の総生産量の 6%程度を占める。日本企業にも生産技術を提供する。植物由来

の SAF は原料を確保しやすいため、廃食油由来よりコストが最大 6 割ほど安くなる。低

コストの SAFが普及すれば、脱炭素の後押しになる。

□北海道産の再エネ電気、本州照らす 大容量送電が始動        2024.3.14

日本の再生可能エネルギーの潜在量の 3〜4 割があるとされる北海道のポテンシャルを生

かす取り組みが始動した。風力発電など再生エネで生まれた電気を需要地の本州に運ぶ

ため、青函トンネルや海底を経由する送電ケーブルの整備計画が進む。

１２ 



□ＡＧＣ、太陽光パネルのカバーガラス再生 ﾌﾛｰﾄ板製造に成功     2024.3.27

ＡＧＣは太陽光パネルのカバーガラスを原料としたフロート板ガラス製造の実証試験に

日本で初めて成功した。同社はカバーガラスを型板ガラスへリサイクルする実証試験に

も成功している。生産量の多いフロート板ガラスも選択肢に加わることで、２０３０年

代後半から大量に廃棄されることが見込まれる太陽光パネルのカバーガラスのリサイク

ル拡大につながる。実証試験は、ＡＧＣ鹿島工場のフロート板ガラス製造窯で実施した。

■企業動向、製品動向

□手のひらに文章を投映 モバイル見本市、新技術相次ぐ 2024.3.2 

スペイン・バルセロナでの世界最大級のモバイル関連見本市「MWC」では人工知能（AI）

を載せたスマホや、文書を手のひらに投映する小型端末など新しい技術の展示が相次い 

だ。各社は今後収益化に向けて生活がどう便利になるのかを具体的に示す必要がある。 

Humane の小型端末（女性の胸元）は手のひらに文章を映す 

米サンフランシスコに本社を置く新興企業の Humane は小型のウエアラブル端末「Ai  

Pin」を展示した。生成 AI を搭載したことに加え、ディスプレーを持たないのが特徴だ。 

衣服に付けた端末に質問し、手のひらをかざすと回答を表示する。文書を投映した手の 

指を動かすとスクロールでき、長文の回答にも対応する。日本勢では KDDIが初めてブー 

スを設け、NTTドコモは眼鏡型の拡張現実（AR）端末を 2024年半ばに発売すると発表し

た。楽天グループもブースの商談スペースを拡充させた。 

□利益トップ企業、半数交代 値上げ・改革効果 32 業種集計 今期、5年前比

 2024.3.12 

業種の利益トップ企業が入れ替わっている。2024年 3月期の予想純利益を 5 年前と比べ 

たところ、電機や食品など半数の 16業種で首位が交代する見通しだ。インフレなど経営 

環境が変わるなか、値上げや事業構造改革を進めた企業が順位を上げている。 １３ 



□京セラ、2 年で設備投資 6000 億円 半導体の回復見据える        2025.3.26

京セラは 2025年 3月期と 26年 3月期の 2年間に 6000 億円規模の設備投資をする方針を

固めた。単年でそれぞれ 3000 億円弱の投資を見込む。過去最大だった 23年 3月期の投

資額を約 7割上回る。鹿児島県の工場などを拡張する。生成 AI（人工知能）需要などで

主力の半導体関連市場が 25 年から再び成長局面を迎えるとみて、増産体制を整える。

□日 EU、先端材料で枠組み EV・半導体向け開発協力 中国依存回避    2024.3.31

日本と欧州連合（EU）は、次世代技術に必要な先端材料の開発で連携する新たな枠組み

を設ける。電気自動車（EV）向け電源として注目される「ナトリウムイオン電池」や、

半導体の材料などの分野で協議する。有力な新材料を早期実用化し中国依存を回避する。

■ＡＩ、生成ＡＩ

□新型車開発に生成 AI マツダ、設計部門など研修 トヨタはデザイン・抵抗算出

  2024.3.9 

自動車大手が新型車の開発に生成 AI（人工知能）を活用する。マツダは体制を整えるた 

め、間接部門の全従業員に研修を課す。トヨタ自動車はデザインの調整に使い始めた。 

部品の組み合わせを導き出すなどして作業を効率化し、企画や設計に必要な時間を従来 

の半分に短縮できる可能性がある。 

□アップル急転換 生成 AI 注力 競合が新端末、危機感         2024.3.19

米アップルが生成 AI（人工知能）分野で巻き返しに動いている。2024年内に具体的なサ

ービスを発表すると予告し、専門人材には年 4500万円近い基本給を提示して獲得に力を

入れる。スマートフォン「iPhone」で一時代を築いた同社だが、生成 AIに最適化した新

端末の登場などでこれまでの慎重姿勢を一変させた。 １４



 

 

   
□AI 技術、米が寡占 半導体・クラウドでシェア 7～9割        2024.3.28 

日本勢、深まる依存 経済安保リスクに懸念 

国益に直結する革新的なテクノロジーとなった生成 AI（人工知能）関連ビジネスで「米

国 1 強」の構図が強まってきた。AI の開発や運用に不可欠な半導体やクラウドのインフ

ラで米主要企業のシェアは 7～9 割を占める。日本でも米国発の技術やサービスの導入が

広がるが、過度な依存は経済安全保障上のリスクとなりかねない。 

   

■その他 

□世界が育む、理工系女性 ＳＴＥＭ分野、育成カギ         2024.3.8 

 ドイツ 男性多い研究現場 10 代が職場体験  日本 大学に女子枠 

  

 多様性の確保はイノベーションを起こすためにも重要だと指摘される中、ＳＴＥＭ 

（科学、技術、工学、数学）分野は、世界的に女性の少なさが課題となっている。解決の 

ための施策のひとつは、大学でＳＴＥＭ分野を学ぶ女性を増やすこと。 

 

□利用者が多い電子商取引アプリ 中国勢席巻、           2024.3.11 

「ショッピー」、「アマゾン」抑えて首位 日本は国内勢が健闘 

      １５ 



世界の消費者が支持する電子商取引（EC）アプリは何か。2024年 1月の月間利用者数を 

調べると、中国の騰訊控股（テンセント）が出資する「ショッピー」が米国の「アマゾ 

ン」を抑えて首位に立った。中国勢が上位を占め、10位までの 7つが中国系のサービス

となっている。 

□アニメ・特撮、輝き世界へ「君たちはどう生きるか」「ゴジラ―1.0」に米アカデミー賞

2024.3.12 

米映画界最大の祭典である第 96回アカデミー賞の授賞式が 10日、米ハリウッドで開か 

れた。宮崎駿監督の「君たちはどう生きるか」が長編アニメーション賞に、視覚効果賞 

は「ゴジラ―1.0（マイナスワン）」から山崎貴監督ら 4人がそれぞれ選ばれた。日本の 2 

作品が受賞する快挙となった。 

□日銀、金融正常化へ一歩 総裁「緩和的な金融環境継続」        2024.3.20

日銀は 19日の金融政策決定会合でマイナス金利政策を含む大規模緩和の解除を決めた。

植田和男総裁は同日の記者会見で「賃金と物価の好循環の強まりが確認されてきた」と

17 年ぶりの利上げに踏み切った理由を説明した。「当面、緩和的な金融環境が継続すると

考えている」とも述べ、追加の利上げを急がない考えも示唆した。

□花粉「高リスク地域」で人口増 飛散ｼｰｽﾞﾝ、30年で 2週間長く     2024.3.25

1980 年代より 730万人多く

日本人の約半数がかかるとされる花粉症。観測データを分析すると、花粉にさらされる

期間の長い「高リスク地域」に人口が集まり、花粉症に苦しむ人を増やしてきたことが

わかった。スギやヒノキなどの人工林を抱える地域が首都圏のベッドタウンとして開発

され、対策も後手に回ってきたためだ。花粉症が社会問題になった背景を探った。

１６ 



□月に基地ができる日 宇宙に足場、米中が競う             2024.3.26

世界的に月を巡る競争が激しくなっている。旧ソ連と米国に続いて中国、インド、日本

が着陸に成功。米スタートアップ企業も民間初の着陸を実現した。約 50年前のアポロ計

画は月に行くこと自体が目的だった。しかし現代の月開発は、基地を設けて宇宙での活

動を広げる狙いだ。月に基地を設ける狙いは、水を見つけて宇宙開発に利用することだ。

□スタートアップ、日本を変える挑戦続く 50年の軌跡         2024.3.29

日経産業新聞は 1973年の創刊時から、時代の変化をいち早く捉えて革新的な事業を打ち

出すスタートアップを追い続けてきた。多くはその後上場し、世界で高い存在感を持つ

企業も出ている。今では大企業と区分されても、日本や世界を変えようと挑戦を続ける。

日経産業新聞は 1973 年 10月創刊、2024 年 3 月 29 日付をもって休刊します。 以上 １７ 
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